
 

1 

青森県県有施設維持管理基準 

 

制定日 平成２４年 ３月３０日 

改定日 平成２６年 ４月 ４日 

１ 目的 

 本基準は、青森県県有施設利活用方針（平成 19 年 3 月）に基づき、県が管理する建築物

及び附属設備並びにその敷地（以下「県有施設」という。）の維持管理に関し、業務の標準

化及び統一化を進めるとともに、施設関連情報の共有等を図ることにより、県有施設の適

正な維持保全に資することを目的とする。 

 

２ 維持管理の基準等 

（１）日常的な維持管理 

    「青森県県有施設保全マニュアル（平成 20 年 3 月）」による。 

（２）省エネルギーの推進 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号）に基づき施

設ごとに設定した「管理標準（施設管理マニュアル）」による。 

（３）災害発生時に向けた準備 

   災害発生時に適切な初動体制がとれるよう非常用電源の把握などの準備を行う。 

〈災害発生時に向けた準備の例〉 

 ・維持管理業務委託仕様書の整備及び確認 

 ・書庫の転倒や書籍等の飛び出し防止等の安全確保（オフィススタンダード

の推進） 

 ・災害発生直後に施設管理者が行う被害状況の点検リストの作成 

       〈参考〉「地震発生時施設点検リスト」（合同庁舎の例） 

      ・非常用電源の供給範囲及び運転可能時間の把握 

（４）業務委託 

ア 業務委託の基準等 

県が作成している算定基準等によるほか、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

「建築保全業務共通仕様書」及び「建築保全業務積算基準」を標準とする。 

ただし、県有施設の用途、運営方法等の理由からこれによりがたい場合は、施設

の実態に応じた基準等によることができる。 

   イ 業務効率化等の推進 

複数の業務や複数の施設に係る業務を一括して委託することにより業務の効率

化と経費の節減を推進する。 

（５）施設関連情報の登録 

次に掲げる施設関連情報について保全マネジメントシステム（ＢＩＭＭＳ）に登

録するものとする。 

ア 維持管理業務委託に関する情報 

イ 光熱水費に関する情報 

ウ 長期保全計画書 
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「県有施設維持管理基準」体系イメージ 
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《参考２》 

 

 

 

 

「地震発生時施設点検リスト」（合同庁舎の例） 


